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　この覚書は，いわゆる「労働の価格」法則を理
論的に究明し，ついでその法則に依拠して労働組
合がとなえる「同一労働同―賃金」の原則を具体
１
的諸事実にﾆついて観察し，右の法則と原則との関
連を考察することを，意図したものである．
いわゆる「労働の価格」法則
　いうまでもなく労働の価格の本質は労働力の価
値である．したがってこゝでは，労働の価格法則
を労働力の価値法則に関連せしめつハ後者から
の前者の相対的独自性を明らかにする．
　労働力の日価値が日労働の価値・価格に転化す
ることの必然性の根拠は，主として次の事実にも
とづく..すなわちF労働力というこの独自な商品
の独自な本性は，購買者と販売者との間の契約の
締結によっては労働力の使用価値がまだ現実には
購買者の手に移行していないということを伴う．
労価力の価値は,他の各商品の価値と同じように，
それが流通にはいる前に規定されていたのである
が，--けだし一定分量の社会的労働が労働力の
生産のために支出されたのだから，-一労働力の
使用価値は;やっとその後に行われる力の発現に
ある．だから，力の譲渡と，力の現実的発現・す
なわち使用価値としての力の定在とは，時間的に
相離れている．ところで，販売による使用価値の
形式的譲渡と購買者へのそれの現実的引渡しとか
時間的に相離れているような商品にあっては，購
買者の貨幣はたいてい支払手段として機能する．
資本制的生産様式の行われるすべての国では，労
働力は，売買契約で確定された期間にわたって機
能しおえた後に，たとえば各週の終りに，初めて
支払われる」1）換言すれば，労働力をめぐる取
引にあっては交換の瞬間に資本家が譲渡されたも
のは依然として労働力そのものであり，しかもそ
の使用価値・労働は売買契約による一定の時間を
経てのみ完全に資本家に引渡される．そのため貨
幣は労働の遂行後に支払われ，―労働日のうちの
必要労働時間と剰余労働時間の区分が外観上消え
去り，一切の労働時間が支払労働時間として現象
する．こうして賃金はあたかも労働力の使用価値
である日労働の価格であるかのごとく現象する．
労働力の価値・価格において既に与えられた労働
者と資本家との関係の物神化は，労働の価格形態
においては，物神化された単純商品生産の諸関係
に還元されるのであって，資本制生産関係の本質
は一層奥深くお八ヽかくされでしまうめである．
　右の引用にみられる労働力の「売買契約で確定
された期間」とは一定の社会，一定の時代におけ
る瞭準的・平均的労働日を指している．労働力の
価値と使用価値との矛盾についての論理の最も抽’
象的な段階では，商品交換の法則にもとづき標準
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的強度の下での，まる,－日の搾取が一応予‘想ざれ　・　簡単労働力の価値は簡単労働の価格として，複雑
たが，労働の価格の段階ではある社会のあ'る時代　　労働力の価値は複雑労働の価格として，現象する
における平均的労働日か条件七されており／した　　のであり，こうして労働の質的差異から，簡単労
かってまた，そこから，一般に時間賃率･個数賃　　働力と複雑労働力の価値格差に対応して，労働部
　　　　　　　　　　　　　　　．　　　－　　　　ｋ・　　　　　　　　　　１率とよばれる｢労働の平均価格｣が導き,だされる．　　門・職種ごとの階層的賃率構造が発生する．
現実に労働者がうけとる日賃金はかいる賃率の倍　　　要約すれば，労働の質と強度に応じて職種ごと
数として現われ，平均的労働時間を働く労働者の
それは労働力の日価値に一致するご労働の価格と
　　　　　　　●ゝ’　ｊいj　　●　　●･丿●　ｸ１　　．；　Ｉは，厳密にいうな’らは，時間賃率，冊数賃率のこ
とである．　　　　　　　　いへ
　こうして労働の価格法則とは，‘第一に，労働力
の価値が労働の価格へ必然的に転化することを意
味する．　　　　　　　　　　　　ぐ
　もともと平均概念としての労働丿力の価値は標準
的労働をおこなう簡単労働力の価値柴意味して1い
る，と見なしうる．そうして労働過程における標
準をこえる労働の支出と労働の複雑度にかんして
は『資本論』はつぎのごとく述べているI，「‥-…･
労働力の実証たる労働によっては，人間の筋肉・
神経・脳髄などのある一定分量か支出されるので
あって，これはふたゝび填補さIれね｀ばならないし
この支出の増加は収入の増加を条件とする」‘ま
た「一般的・人間的な本性をば，それがある,一定
の労働部門における熟練と巧妙とを達成し七発達
した独自的な労働力となるように変化‘させるため
には，ある一定の育成または訓練か必要であり.
それにはまたそれで，多かれ少かれある額め諸商
品の等価を要費する.」2）これらの,引用皿√労働力
の使用価値と個別的労働力の価値との関係につい
て述べているのである．
　労働の量にかんしては，賃率が上述のごとく与
えられているかぎり，平均的労働日か弓背離する
労働時間を働く労働者はそれぞれ労働力の日価値
から背離する日賃金をうるのであってご労働力の
使用価値・労働の量的差異は日賃金の格差を規窄
する．ただし労働の強度の差異は賃率の格差をも
規定する．　　　　　　　　　　　！　　　｀
　労働の質にかんしては，窮極においてヽ「社会的
な平均労働と較べてより高度な・より複雑な.’労
働として意義を.もつ労働は，より高い老成費がか
かうている・その生産により多くの労働時間を要
費する・したがって簡単な労働力よりも高い価値
をもつ・ある労働力の発現である．」?）すなわち
の階層的賃串があり，それぞれの賃率は，労働の
量的差異により，異れる日賃金をもたらす，とい
えよう．いねば√労働力の使用価値の差異による
賃金格差の発生は,｣･平均概念としての簡単労働力
の価値規定を補足するものである．
　したがって労働の価格法則とは，第二に，労働
の質と俎に応じて個別労働者の賃金格差が規定さ
れること，を意味する．
　すでに述べたごとく労働支出の増加は収入の増
加を条件とする．たとえば，時間賃金制のもと
で，時間賃率が与えられているとすれば，平均的
労働日を働く労働者の日賃金は労働力の日価値に
等しく，それ以上の時間を働く労働者の日賃金
は，その絶対額にかんしては，平均的労働者の日
賃金をこえているとしても，そのことはかれの日
賃金がかれ自身の個別的労働力の価値をこえてい
ることを決して意味しない．なぜならばかれの個
別的労働力の価値は，平均をこえる労働時間の延
長によって，平均的労働力の価値を上廻ってしま
ったからである．
　しかも労働支出の増加と収入の増加との照応関
係についてはつぎの点が考慮されねばならない.
　｢労働日の延長とともに,労働力の価格は,名目的
には不変であり又はむしろ騰貴しても，その価値
以下に下落しうる．すなわち労働力の日価値は，
ひとの記憶するであろうように，労働力の標準的
な平均的持続または労働者の標準的な生活期間に
もとづいて……，評価されるのである．労働日の
延長と不可分な労働力の消耗増大は，特定の点ま
では，報償の増加によって償われうる．この点を
超えると,消耗が幾何級数的に増大すると同時に，
労働力のすべての標準的な再生産条件および活動
条件が破壊される．労働力の価格とその搾取度と
か，相互に較量されうる大いさではなくなる.｣4)
こうして労働日の過度の延長は労働力の価値以下
への賃金の低下をもたらすのである．
　さて時間賃率はさきに平均的労働日を媒介にし
てえられたのであったが，平均的労働日とは，具
体的には，「標準労働日」のことである．標準労
働日か確立されてゆく歴史的過程を想起するな
らば,.それ以上の労働時間を働く労働者の日賃金
は，賃率そのものが向上するときですらも，また
は時間外割増手当を含むときですらも，労働力の
価値以下へ下落している，といゝうるばあいが多
いように思われる．
　まだ労働時間の短縮による日賃金の減少につい
ては,労働の価格形態のもとでは,平均的労働日は
労働力の日価値に等しい賃金柴うるための手段と
なっており，したがってそれもまた労働力の価値
以下への賃金の低下を示す場合か多いであろう．
　以上の事態はいわゆる労働の平均価格を基礎に
して生じうる．換言すれば，それは特定の労働部
門・職種において同一労働同―賃率が実現したの
ちにおいて発生する事態である．
　さらに労働時間の延長にもかりっらず日賃金が
増大せず，そのために時間賃率が低下するばあい
が，よく見ら･れる．もしかゝる事態が同一職種内
で生ずるならば，すでに成立しているー労働時間
の平均価格と新たな個別的な労働の価格との間に
賃率の格差が発生するのであるが，結局その格差
をこえて単一の市場価格が成立する傾向が生ず
る．いうまでもなく「市場価格は二つありえない
し，しかも（質のひとしい場合は）より低い市場
価格か支配する，というのか概して一般的法則で
ある.」5）
　.日賃金が不変で，労働日の短縮により時間賃率
か部分的に高められるときも，上と同じ法則によ
って，新しい個別的賃率は従来の平均価格に吸引
される傾向をもつ．
　ただ一せいに，典型的には社会政策により，労
働日の短縮が行われるばあいには，逆の結果がも
たい
　そのばあいに日賃金が不変でありうるのは，労
働力の価値が「流通にはいる前に規定されてい
た」ためではなくして，一定の労働力の価値に対
応する労働日の長さか本来固定的なものでなく，
伸縮性をもちうるためである．
　労働力の価値法則にあっては，労働力の市場価
格は，労働力の需給関係のなかで，労働力の価値
に窮極的に一致する．労働の市場価格は労働力の
ろ
市場価格とともに変動するか，しかし，もしそれ
に応じて労働の支出が標準をめぐって上下するな
らば，需給関係のなかでの労働力の価値と労働の
価格との窮極的一致は見られないであろう．労働
力の需要の増大期に労働組合が，労働日延長と労
働強化に反対して，賃率の増加を望むのはそめた
めである．
　右に述べた労働の市場価格の成立についての事
例は，特定職種における個別的労働力の価値格差
をめぐる問題に適用されうる．
　本丸特定の労働部門で用いられる労働力は，
それか使用される労働部門で支配的な平均程度の
熟練・技能および敏速さをもち，平均程度の緊
張，慣行的な強度をもって利用されうるものでな
くてはならぬ．「労働力の価値は平均労働者が普
通に必要とする生活手段の価値によって規定され
ている．この生活手段の分量は一一その形態は変
動しうるとはいえ一一定社会の一定時代には与
えられており，したがって，不変量として取扱う
ことができる．変動するのはこの分量の価値であ
る．労働力の価値規定には他の二要因が入りこ
む．一方は，生産様式とともに変化する労働力の
発達費であり，他方は，男子労働力か女子労働力
か，成熟労働力か未成熟労働力かという，労働
力の自然的相違である．これらの相異なる諸労働
力の使用は，-これはさらに生産様式によって
制約されるのであるが，一一労働者家族の再生産
費および成年男子労働者の価値における大きな差
別を生ぜしめる」6）したがって一労働部門のな
かで異った価値をもつ労働力が利用され，そのた
めに同一労働条件のもとでも，労働者は異れる賃
率をうることになる．それがいわゆる「同一労働
差別賃金」である.　　　14　　　　　　　　．
　しかしながら結局，労働力の育成費の差異と自
然的相違などを超えて単一の賃率が生れざるをえ
ない．それは，上述の労働め市場価格の成立のた
めであり，常識的には「一物一価」の法則にもと
づくものといわれる．労働組合かとなえる「同一
労働同一賃金」の原則は右の法則に依拠している
のであるが，それは賃金の維持と向上を望むもめ
であって，なお検討を要する問題を含んでいる.
　･したがって生産諸条件の変化，とくに技術更新
に乗して，低い価値をもつ労働力を大量に特定労
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働部門に投入することによ,つて,／いわゆる同７労
働差別賃金を通じて，そIの職種の労働の平均価格
を低めることができる．ただし,'さきに述べた
　｢より低い市場価格か支配するJS!二いう法則ば，
たとい純粋に現われることがなく，個別的労働力
の価値格差が現象的には賃率の不=当格差を恒常Iｲﾋ
させているように見えても，基本的に貫かれてい
‘るのである．　　　　　　　　　　ｔ　　　　ﾍﾟﾉ
　労働組合のとなえる同一労働同一賃金の原則か
実現されたばあいにのみ,.労働の価l格法則が貫徹
するという考えは，右の叙述とは相容れないもの
である．また，低賃金が不当格差をもたらし，そ
れの存在を許容するという考えについても,･同様
である．不当格差か賃金の低下をも･たらすのであ
って，その逆ではない．
　かゝる意味での賃率の低下か多く町)職種[を襲
うならば，その社会の標準的な労働力の価値も，
労働の平均価格も低下するてあろうへ･これが資本
家階級のロにする｢同一労働同二賃金｣のあり方
であって，すでに明らかなようにかれらのいう同
一労働同一賃金と同一労働差別賃金とぱ楯の両面
をなす．　　　　　　　　　　　　，　”　　ｙ
　さて，右のいみでの労働の平均価格の低下は,．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　7　　　　　･l主として生産力の向上によって生じ九めであ呪
労働酋階級の相対的窮乏化を示す/　　　　.づ
　しかしながら，それは，生活ﾌﾟ資料の価値の減少
によって生じた労働力の日価値そのものめ低下と
は，異った面をもっている．なぜ.ならば．このぱ
■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f　　　　　i●1あいの労働の価格の低下は，労働力の価値そのも
のの低下に照応するとはいえ，労働者に対して以
前よりも少い量の生活資料を与えるところの実質
賃金の低下であり，貧窮甘る労働者の増大をも,た
らすからである．こゝでの窮乏化は，短期的には
低賃金労働者導入の過程で熟練労働者；成年男子
労働者の賃金をかれらの個別的労働力の価値以下
へおし下げるというだけでなく，.長期的にはその
社会の労働力の価値の低下に照応する実質賃金の
減少として．把握されねばならぬように思われ
る．しかも生産力の向上による労働者階級の慾望
向上と労働強化により，社会心標準的な労働力の
価値は幾分修正されねばならぬであろう丿そう七
て，それらの意味でこ丿こ労働者階級め絶対的窮
乏化か生ずるのである．　　　　　　　　　　．・
　　もし特定の部門で，労働組合か同一労働同一賃
金の原則をかいゲて斗い，低賃金労働者の導入を
制限し，かれらの流入にもかりっらず従来の労働
の平均価格を長期にわた'つて維持するならば，そ
こでの低賃金労働者の労働力の価値は逆に高めら
れるであろう．
　　しかし一般に，労働の価格法則は，労働者に対
　して労働の質と量に応七ての賃金の支払いを保証
･することによって，労働者間の競争を激化させる
であろう．資本家階級もまた労働の価格法則に依
'拠して，同一労働同一賃金がすでに実現されてい
　るばあいでも，または外観上同一労働差別賃金が
　支配的であるばあいでも，単に労働の支出を増減
　させることにより，または一層低い労働の市場価
　格を成立させることにより，労働者階級を窮乏化
　させることかできよう．
　そうしてさらに，産業予備軍の法則は労働力の
価格をその価値以下へおし下げ，それとともに労
働の平均価格もまた低下せざるをえないのである
が，同時に雇用の不安定と失業者の累進的増大に
ともない週賃金・年賃金の減少が見られる．また
労働力の需給関係のいかんにより，個別的労働力
の市場価格を基礎にして，または労働の量的差異
により，不当な賃金格差が発生するだけでなく，
当然あるべき正当な熟練格差が不当に拡げられ，
または不当に狭められ，さらには簡単労働と複雑
労働の間に地位の転倒か生せしめられることすら
ありうる．全体として平均的賃金の圧下と賃金構
造の不均衡は不可避的なものとなるが，それらは
労働の価格法則の具体的現れとしてのみ把握され
うるのである．
　したがって労働の価格法則とは，第三に，労働
者階級を窮乏化させる法則である．
　以上のごとき労働の価格法則が貫徹し作用する
範囲については，すでに簡単労働と複雑労働との
関係についてふれてきたので自ら明らかにされた
ように思われる．こゝでは労,働評価の問題を中心
にして，その法則が人間の意識にのぽる様式を考
察しよう.
　　『資本論』によれば，個数賃金制のもとでは
　｢個々の労働者の熟練・力・精力・耐久力などの
相違に応じて｣｢同じ機能を果す相異なる労働者
たちの労賃における個人的差別｣7)が発生するの
であるか,これは,同一職種のうちですでに個数賃
率の平均化がえられているばあいを前提にして，
手取り日賃金の大小を論じているのである．しか
し右の引用は同一職種における個別的賃率を考察
するのに役立つであろう．
　そこでは，もし労働時間と強度が与えられてい
て，しかも偶然的要因か作肝しなければ，製品の
質と量は各労働者の熟練度に依存する／こゝで問
題になっている製品の質とは，生産物が備えねば
ならぬ平均的品質のことであって.生産物の等級
的品質のことではない..したがってこゝでは具体
的労働の範鴫で，労働の質的差異は，平均的品質
をもつ製品の量的差異によ.つて，評価され，日賃
金の格差が規定せられる．
　　しかし，同一職種の労働の生産物であっても，
製品の質によって異れる商品市場が成立し，その
ために品質上の等級が存するばあいがしばしば見
られる．このばあいには，労働の質的差異は，製
品の品質上の等級によって，すなわち具体的労働
の範鴎で，明らかになるのであるが，しかし賃率
格差そのものは，つぎに考察する異種労働者間の
それと同じく，抽象的・人間的労働の範暗で規定
されるのである．
　ただ同種労働者の間では，製品の質と価格およ
びかれら自身の熟練度は比較的正確にかれらに意
識されているので，労働の評価も容易になされう
る．工場内分業におけるこの事実は重要である．
　つぎに異種労働者間の労働の質的差異について
考察しよう．異種労働者間の賃金の相関関係は，
　「人間の筋肉・神経・脳髄などの或る一定分量が
支出される」こと，すなわち抽象的・人間的労働
にかりっるものである．「およそ労働はレー方で
は生理学的意味での人間的労働力の支出であっ
て，同等な人間的労働または抽象的・人間的労働
というこの属性においては，それは商品価値を形
成する.」しかしながら「同じ労働か他の一面か
らみれば一般的な価値形成的要素だということ
は，.l‥…普通の意識の領域外のものであり」，か
つ「種々の種類の労働がそれらの度量単位として
の簡単労働に還元されている種々の比率は，生産
’者たちの背後で一の社会的過程によって確立され
るのであり，したがって，生産者たちにとっては
慣習によ‘つて与えられるかjに見え.る.」‘　こうして
５
結局「………ﾀ」’働力の価値がより高いならば，その
労働力はまたより高度な労働において自らを発現
し，したがって同じ時間内に比較的により高い価
値において自らを対象化する」8）のであって，簡
単労働力と複雑労働力の価値の差，簡単労働と複
雑労働の価格の差は，生産される商品の価値の差
と照応関係にある．すなわちこゝでの労働の質に
よる賃率格差の発生は抽象的・人間的労働の範噴
で論じられねばならぬ．
　右の関係の基準となる「簡単な平均労働そのも
のは，なるほど，相異なる国々および諸文化時代
においてその性格を変ずるが，しかしある当面の
社会では与えられている」し，さらにさかのぽっ
て簡単労働力の価値についても「一定の国にとっ
ては，一定の時代には，必要な生活手段の平均範
囲が与えられている.」9）したがって複雑労働の゛
価格も自ら規定されることになる．
　換言すれば賃金格差は「一の社会的過程」とい
う客観的過程のなかで結果的に与えられるのであ
る．労働の評価の難易を論ずることにより，また
は具体的労働の視点から評価の可能，不可能を論
ずることによって，労働の価格法則の貫徹の範囲
を一職種内に限定しようとするとゝろみは，避け
られねばならぬ．
　では現実に職種間の労働の評価を行うばあい，
それはそれぞれの職種の労働が形成する価値に依
拠してなされるのであろうか．
　なるほど労働の価格形態のもとでは資本制生産
諸関係が物神化された単純商品経済の諸関係に還
元されているとはいえ，個人生産を営む単純商品
生産者は交換される生産物に要した労働の量をか
なり正確に知っていたし，したがってまた交換を
通じて単純労働と複雑労働との交換比率を知りえ
たであろうが，機械制大工業のもとでの労働者は
そういうわけにはいかない．
　やはり労働力の使用価値・労働が，価値ばかり
でなく，剰余価値を生産するということが，こゝ
でも根本的な力として働いているのであって，し
かもそれに加えて，極めて具体的な労働の価格形
態のもとでは，労働力の価値と剰余価値との関係
ではなくして，賃金格差と超過利潤との関係が表
面化している．さらに生産される商品の価値は，
需要供給関係のなかで，不断に動揺する市場価格
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となって現象するだけでなく.機械が散発的に探　　れぞれの複雑労働力の市場・それぞれの職種の労
用されるときにはそこでの労働は複雑労働に転化　　働力の市場か成立する，といえよう．基準になる
する．また職種・産業部門･,企業別に労働強度が　　簡単労働力の市場価格は，抽象的には，その価値
異り，賃率が異ってくる．　　-に
　このような事態のなかで簡単労働と,複雑労働と
の価格差を，価値を生産する力能そのものによっ
て，評価することは不可能である．
　今までの叙述では，異種労働者間の賃金格差は
　「－の社会的過程」のなかで客観的に与えられた
にすぎないのであって，その上にたって主観的に
労働を評価することは，それとはまた異った諸問
題を含んでいるのである．
　こ･ヽではごく一般的に，異種労働者間の労働評
価の可能性について論じておきたいン‘
　資本主義のもとでは，一方では具体的労働が多
種類にわたって発達するが，他方では労働一般な
るものが表面化し，さらに「直接に社会化された
・または共同的な・労働によってのみ機能する」･
機械か導入され，未熟練労働者か大量的に発生
し，かつ，かれらが比較的自由に職種別労働力市
場の境界をこえて移動することによって，ｊ八る
個別的市場の枠をこえた簡単労働力の市場価格’が
生みだされる．図式的に表現する,ならば，あらゆ
る職種に共通する簡単労働力の市場のうえに;　そ
　として既に与えられている．そこではすべての複
　雑労働は唯一の簡単労働に対応するのであって，
　簡単労働とある職種の複雑労働との関係は，工場
,内分業における同一職種内の熟練度の比較のばあ
　いと同じく，製品の質と量，製品の価格，熟練養
　成期間に対する労働者のかなり正確な知識によっ
　て，近似的に明らかにされるであろう．また異種
　複部労働間の関係も，それらに共通する第三者だ
　る簡単労働への還元によって，明らかにされるで
　あろう．こうして「社会的過程」は工場内労働過
　程における諸労働間の相関関係に反映し，労働評
　価は近似的に可能となる.
　゛特定の職極にかんする職能別組合が，そのもとに自
　　己の職種に属する未熟練労働者を包含した瞬間に，
　　一産業の全ての職種を網羅する産業別組合へ転化す
　　るのは，おそらく右のごとき労働力市場の事情にも
　　とづくものと思われる．またいわゆる産業別最低賃
　　金成立の直接的な根拠も，そこにあるように思わ
　　れる．
　以上で労働の価格法則についての考察をおえ
　る．
２ いjわゆ･る「同一労働同一賃金」の原則
　労働の価格法則に依拠して労働組合がとなえ
る，同一労働同一賃金の原則どは具体的にりかな
る要求を含むものであるか，それがこゝでの問題
である．　　　　　　　　　　　　．
　すでに明らかにされたように労働jの価格法則は
同一･職種内のみならず異れる職種の間の賃金（日
賃金と賃率）格差をも規制ずる．　　．　　へ
　かつての職能別組合は，単一の職種の組織とし
て，他の職種の賃金には関心をもたず，その目的
は特定職種の賃金の地方的統・にあった‥同種労
働者間の賃金にかんしては.それは熟練労働者の
組合として，未熟練労働者の組合加入を妨げ，む
しろ賃金の熟練格差の拡大を企てた．産業別組合
は，それに反して，結成の当初から賃金格差問題
に直面する．あるいはそれは，異種犬同種労働者
開の賃金格差に関心をもったが故に，産業妙」組合
になることができたのである．こうしたなかで産
業別組合がとなえる同一労働同一賃金の原則は，
その組織の結成と発展，全労働者の統一を賃金の
面から可能にするための挺であり，その組織の利
害関係と密接に結びついている．
　こりこ例にあげるアメリカ統一鉱山労働者組
合レＵＭＷもまたその例外たりえない. 1890年の
結成以来，産業別組合としての長い伝統をほこる
ＵＭＷが，渥背炭鉱山労働者にかんして主張して
きた同一労働同一賃金の原則は，その部門か全国
的規模での競争産業であり，現在でも労働コスト
が総生産コストの60％を占め，しかもその組合が
北部・南部間の地域格差の廃止に成功したという
点て注目に価する．
　* UMWの賃金政策についての一層包括的な描写につ
　　いては拙稿，『アメリカ合衆国における産業別組合
ア　　主義と賃金問題一濯青炭鉱山労働者のニラヘの
　　道」（高知大学学術研究報告，第7巻第27号，昭和
　　33年）を参照されたい．
　ＵＭＷは，その結成にあたって，信条・国籍・
坑内外労働にかりっらず，全労働者の統一を目ざ
すことによって複雑な賃金格差問題と対決するこ
とになった．そうして早くも98年に，アパラチ
アン北部に限られていたとはいえ，中央競争炭田
　（イリノイ，’インディアナ，オハイオ，ペンシル
ヴェニアの各州よりなる）で産業別統一労働協約
をうることに成功した．　　　　　’
　かって職能別組合が「公正な一日の労働にたい
する公正な一日の賃金」を要求したとき，労働者
はもちろん労働組合主義から脱却しえず，その要
求の階級的本質を明らかにすることはできなかう
たが，しかし，かれらは商品交換の原則の上にた
って「公正な一日の労働」とは何か，について語
ることはできた．産業別組合が同一労働同一賃金
の原則を主張したときも，同様であった．かれら
は，職能別組合の伝統をつぎ，制限慣行によっ
て，ときには社会政策立法にようて，一日の労働
がいかにあるべきかを明らかにし，同時に一日の
労働を評価する方法について発言し，さらにすゝ
んで，従来原生的労働関係のなかで資本家により
恣意的に行使されてきた労働評価の権限を,｀可能
な範囲で，組合の手ににぎることを企てた．
　厘青炭鉱夫も, UMWの結成前から，標準労働
日の確立などによって労働者間の競争を制限する
べくつとめ，石炭秤量にかんする不正とたゝか
い，公正な秤量係め設置を法律の名によって定め
るととを要求してきた. UMWは右のごとき過去
半世紀にわたる鉱夫の経験をうけついでいた丿
ＵＭＷの同一労働同一賃金の原則はその経験のう
えにたってのみ考察されうるのである．
　合衆国労働組合運動全体についていえることで
あろうが,.後年，科学的経営管理によって，労働
組合あ制限慣行は打破られ，労働評価の権限は直
接に，または企業別会社組合の手を通じて，ふ
たゝび独占資本に完全に委ねられることになる．
涯青炭部門では，企業別組合は殆ど見られず，む
しろ典型的にはＵＭＷ組織の地域的細分による小
地域ごとの労忌協約という形をとり，かゝる傾向
は1928年における中央競争炭田のジ’ヤクスンヴィ
ル協約の崩壊以後，ニラまでの無協約時代のなか
で最も顕著に見られた．
　ＵＭＷは長年にわたって採炭夫のための個数賃
金制に魅力を感じてきた．しかし，いうまでもな
く個数賃金制は労働の価格法則を最も正確に反映
するか，同時に労働支出の増大を刺戟するが故に
競争制限慣行に反し，賃金向上を求めるＵＭＷの
同乙労働同一賃金の原則とは相容れないものであ
る．
　だが個数賃金制の弊害はとくに採掘機械導入の
過程で明らかになった．個数賃率は本来労働力の
日価値から生れるので，機械採用とともにそこで
働く採炭夫の生産量が増すことによって，機械採
炭夫の個数賃率は低下した．しかもその低い賃率
は高度の熟練をもつピック採炭夫(pick miner)
の賃率をおし下げ，その結果機械採炭夫の手取り
日賃金は，生産量の大いさにより，ピック採炭夫
のそれを上廻った．採掘機械導入のためにピック
採炭夫は鉱山から駆逐されるか，または単なる積
込夫になり下り，98年協約当時にはオハイオ州で
は積込賃率はピック採掘賃率の二分の一に低下し
た.
　98年協約では, UMWは与･えられた条件のもと
で右の問題を解決するために二つの方法を選ん
だ．その一つは，全般的な賃金向上のなかですべ
ての労働者の賃率を調整することであった．全般
的賃上げはパセンティジ格差を減ずることがで
き，そうしてまた従来の地位を失いつゝある労働
者層にたいして依然として高い賃率を与えること
ができた．もうーつの方法は，同一労働同一個数
賃率への過渡的原則として，同一労働同一手取り
日賃金を要求することであった. UMWはそのた
めにピック採炭夫にたいして機械採炭夫よりも高
い個数賃率を与えることによって，いわゆる機械
格差を設けることになった．もちろん機械格差が
余りにも大きいときには，機械化鉱山の資本家に
競争上の有利な立場を保障することになるので，
その点についても考慮が払われたといわれる.
　゛パセンティジ格差について．もし第1年目にＡ職と
　　Ｂ職の賃率がそれぞれ２ドルと１ドルであり，第２
　　年目にそれぞれが３ドルと２ドルに上ったとき，Ａ
　　・Ｂ間の絶対的格差は依然として１ドルであるが．
　　パセンティジにかんしてはそれは100 %から50％へ
８ 高知大学学術研｡究報告　第８巻第33号
　犬　　　　　　　十　　賃金制の廃止を強く主帳している。　　減じている．　　　　　　　　　　 　　 　よ
　個数賃金制のもとでは当然手取り日賃命の厳密
　　　　　　　　　　　　　　　　　ｄｌ　　■　　　･･
な統一は望めなかったが，しかし右の提案は個数
賃金制そのものの廃止を予定して,いたように思わ
れる．もし機械の普及を考慮するならば，同一労
働同一日賃金は過渡的原則でほなくして,’窮極の
目的であったといえよう．ただしその後のUMW
は採炭夫のためにあくまでも個数賃金制の保持を
望み，個数賃率の単一化を企て，その結果，機械
の発達と普及を暗黙のうちに期待するようになっ
たのである．　　　　　　　　　　　　　．　　．．ご
　さきに個数賃金制が労働の価格法則を最も端的
に表現しうると述べたが，しかしながらその制度
が純粋に労働の熟練度を反映しえないばあいがあ
る．　　　　　　　　　　　　　　　-･
　たとえば，炭層の厚薄のごとき自然的条件によ
り，労働の生産性か部分的に変化するときかあ
る. UMWは，このばあいも手取力日賃金の統一
に着眼して，薄層での賃率を厚層でのそれよりも
　　　　　　　　　　　　　　　|．ｒ　　　　　ｌ　ｆ．；高く定め,いわゆる炭層格差を設けた.炭層の厚薄
は機械採用の度合を左右しニしたがって炭層格差
は機械格差の問題とからんで提起された. UMVV
は，個数賃金制に固執するかぎ呪各地域の･自然
的条件か組合員の利害を対立せ七めるのを避ける
ために，複紙な賃金格差政策をとらざるをえなか
ったのであり，結局，小地域ごとに賃率を定める
ことになった．かヽﾆゝるＵＭＷの態度は，将夏の北
部・南部間の格差問題への接近を，少なからず妨
げたように思われる．　　　　　　　　　　・‘ニ
　また自然的条件により，爽雑物の多寡，石炭の
塊の大小，品質上の差異が生じ,た．澄青炭はそ.の
大いさと品質により異れる用途をもち，異れる価
格をもったのであるが, UMWは罰金制度に反対
し，すべての採掘石炭にたいする無条件の賃金支
払いを要求した．すなわちＵＭｗは労働そのもの
の質と量に応ずる賃金支払いを要求しためであ弔
が，もし偶然的要因によって影響される賃金制度
であったならば，組合自身が組合員に差別待遇を
加えることになり，その組織が崩壊させ,られたに
ちがいない．　　　　　　　　　　　　・　．乙　●’
1920年代初めには個数賃金をうけと,る労働者は
全労働者の約70％を占めていたが,･ 45年にはその
比率は22％に減じている．現在ではＵＭｗは個数
　以上は個数賃金制のもとでの同一労働同―賃金
の原則の修正的適用である.
　全く微妙な問題ではあるが, UMWは機械格差
・炭層格差設定のさいに地域鉱業の支払能力に深
い関心をもち，それによって，逆に高コスト鉱山
の温存を企てた，ともいわれる. UMWの支払能
力にたいする配慮は石炭輸送の迎賃率にかんして
特に著しかった. UMWは運賃率の大小を賃率の
増減により相殺することを企てたが，これは明ら
かに同一労働同一賃金の原則とは無縁の政策であ
った，といえよう･．
　つぎに時間賃金制について考察しよう．その部
門では，かつて個数賃金制が支配的であり，した
がって採炭夫は，採炭以外の労働をデッドワーク
　(dead work)と見なされ，それにたいする賃金
を支払われなかった．かれらはもちろん採炭以外
の労働にたいする賃金を要求してきたが，鉱業の
発展とともにそれらの作業に坑内労働者か用いら
れるようになった．しかし1898年協約ではまだ坑
内外時間賃金労働者の賃率は定められなかった．
　第１図はＵＭＷがその後，組合規約にあるごと
　　　第１図．中央競争炭田における特定職種の
　　　　賃率増加傾向, 1898―19272)
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く坑内外労働者の賃金格差に深い関心を示したこ
とを物語っている．（なお後にかsヽげる第１表も
　日
250
225
200
175
150
??
?
??
?
?
? ?
９
ドル
1400
1200
1000
800
600
???????
　0
1400
1200
1000
800
600
400
200
　0
参照ざれたい.）し.かし，その図をもって, UM
Ｗが生産技術の進歩にともなう職種間の労働の質
の接近，すなわちあらゆる労働の簡単化を，職種
間の賃金格差に反映せしめてきた，と見るのは正
しくないようである．むしろＵＭＷは，ＡＦＬの
ごとく，熟練労働者の地位の維持と，かれらによ
る「職の独占」を企てい
みられるパセンティジ格差の縮小は, UMWのか
かる努力を含めて，読みとられねばならぬようで
ある．　　　　　　　　　，．
　一般に労働組合主義者が口にする職種間の賃金
の安定，もしくは賃金構造の安定という政策は，
異種労働者間，熟練・未熟練労働者間の競争の排
除を意味するものであり，したがって往々にして
熟練労働者にたいする過度の配慮がそのなかに含
まれている．ＵＭＷも，採炭夫にたいして特に個
数賃金制を許しできたのであるが，そのた･めに職
種間賃金格差政策が益々複部にされたにちがいな
い．
　さらにＵＭＷは，個数賃金制にしろ時間賃金制
にしろ，年賃金の維持と向上を企てた．涯青炭鉱
業では，第２図にみられるごとく，年間就労日数
　　　第２図.，年間就労日数, 1912～1922 3）｛?
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第３図．年　賃　金, 1912～1922''>
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忙炭鉱国有化計画をかゝげたが，それに失敗して
からは，鉱業経営と石炭価格の安定を望むあま
り，ついには国家独占資本主義統制経済に協力す
るに至る．もちろん独占資本か企てる産業の安定
とは，何よりも先ず，産業平和，労資関係の安定
であった．
　最後に北部・南部間の坑内外時間賃金労働者の
賃率格差の撤廃を見よう．
　この格差発生の根拠はおそらく次のごとく要約
されるであろう．いうまでもなく同一労働同―賃
金とは名目賃金の統一を意味するが，北部・南部
175　　間格差は第一に，両地域の労働力の価値格差から
　　　生じたものと思われる．この労働力の価値規定に
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100
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が異常に少かったか, UMWは，就労日数の比較
的多い未組織炭田に比して，高い年賃金を組織鉱
夫に与えることに成功した．第３図はその事実を
示している．
　雇用と賃金の安定をのぞむＵＭＷは20年代初め
は，南部労働力の創出過程，農村の低い生活水
準，労働力の人種的構成のみならず，民主々義の
発展の度合も反映した．こうして生じた地域格差
は，両地域の生活費の差が僅かに３～４％に縮小
した現在においても，労働力の需給関係などによ
って，多くの産業で固定化され，存在している．
第二に資本家階級の賃金格差政策については当然
のことであるが，組合自身の政策もまた地域格差
の温存に役立つたであろう．もちろんＵＭＷが採
るべき態度は1898年協約当時から既に明示され
ていた．それは，不当な格差の存在こそ産業別組
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合の組織の拡大のための挺となりうる,･どいうこ　　　南部に属していたウェストヴァージニア州と北部
とであった．しかしＵＭＷは･ﾉ既述のごとく・叫　　との賃率格差の廃止に成功し，ついで北部・南部
織された北部においてすら小地蕉ごとの賃率格差　　間のパセッティジ格差の縮小を経て，第一表に見
をみとめざるをえなかったし，1陽千代には丿98　られるごとく1941年にその絶対的格差を撤廃し
年協約当時の精神を放棄して，南部め組織化を断　　．
念していたのであった．　……
　ＵＭｗがかっての情熱をとりもどしたのはi93-3　　　゛渥青炭鉱業における北部･南部間の地域格差の撤廃
二二匹ご大無ヨ三谷三鱗
は，競争燃料に脅かされながらも，幾らか立ち直　　　　結果，南部鉱業の合理化が進みつつある．これらの
り，準戦・戦時体制のなかで生産高豪増りてゅ　　　　点にっいてはここで詳論する余裕をもたゐ．
く．こうした事態のなかでUMW-(ま，先ず当時
第１表．　アパラヂアン地域に‘おける坑内熟練労働者と坑外普通労働者の
　　　　　組合白賃金.レート.，　1933年９月～1946年５月5)
坑　内　熟　練　労　働　者 坑　外　普　通　労　働　者
期　　　　　間 北部，Ａ I南部,' B B/A 北部，Ｃ 南部，Ｄ D/C
　’　　　　　　　曇1933.9 － 1934. 4
1934.4 － 1935.10
1935.10 － 1937. 4
1937.4　－ 1941.4
1941.4 － 1946.5
　　｀ドル
　4.60
-5.00
　5.50
　6.00　ヽ
　7.00
　　　≒ドル
　　　4.20
　･･4.60
1 1j‘‘゛’
　　　5.10
一’.;5.60
一二7.00
Il　t、
　％
91.3
92.0
92.7
93.3
100.0
　　ドル
3.60
4.00
4.50
5.00
6.00
　　ドル3.20
3.60
4.10
4.60
6.00
　　％
88.8
90.0
91.1
92.0
100.0
　　　　　゛ウエス,トヴァージニア州を合まず．
　もちろんＵＭＷは労働組合主義を，それも合衆
国の労働組合主義を，堅持する組合にすぎない，
またＵＭＷは，歴青炭鉱業そのものの迦命めため
に，産業別組合としてはやゝ古典的な色彩をもっ
ている，それらの事情から，この覚書は，労働組
合の同一労働.同一賃金の原則を典型的な形で捕き
だすにあたって，種々の制約をう,けた∠･しかしな
がら，それにもかりっらず, UMWの運動史は，
その原則が労働組合の競争制限慣行，労働評価の
権限と方法と不可分のものとしで唱えられてきた
ことを，明らかにしているであろう．　　　二
　一見，産業別組合の恣意的な便宜主義的.政策の
ごとく思われる格差政策も，そのうえにたってこ
そ理解されうるであろう．　　　　　　　　　．
　たとえば1945年にＵＭＷが獲得した標準労働日
はつぎのごときものであった．坑内労働にたいし
てはランチ・.タイム(lunch time) 15分，トラベ
ル・タイム【trave】time) 45分を含む拘束９時間
労働日．坑外労働にたいしてはランチ・タイム45
分を含む８時間15分，または８時間35分の標準労
働日．そうして７時間，または週35時間をこえる
労働にたいする時間外割増手当.6）合衆国最高裁
判所により支持された拘束労働日にたいする完全
支払制は，もし右の立場から考察されるならば，
決して同一労働同一賃金の原則にたいする背反と
は解されないであろう．
　たとえば，また交替制格差についても同様であ
る.45年秋の調査によれば，二交替制をとる287
の地下鉱山のうち96％が，三交替制をとる133の
うち98％が，二番方，三番方にたいして追加手当
を支給しているノ）単に生産物の質と量，あるい
は生産物の価格という観点からでは，かｘる格差
の発生は説明できないであろう．
　産業別組合は，同一労働同―賃金の原則を労働
の質と量に応じた賃金支払いと呼んできたのであ
るが，このあいまいな言葉のなかには，かれらの
C註〕
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長い斗争の経験がひめられているのである．
　　おわりに
　労働の価格法則は，労働組合のとなえる同一労
働同一賃金の原則が直接的に依拠する.ところの法
則ではあるが，しかしそれはもともと労働者階級
に窮乏をもたらす法則であった．
　したがって組合は，可能な範囲で労働評価の権
限を自らの手ににぎり，評価の方法にたいする自
己の発言権を強化することを企てる．
　そうして組合は，規律ある競争制限のもとで，
原則として労働の量による賃金格差の発生を防
ぐべく努める．
　つぎに組合は，同一職種内の賃金の統一に関心
をもち，個別的労働力の価値格差がもたらす賃金
の不平等と斗う．
　最後に組合は，異れる職種間の賃金格差の安定
をのぞみ，賃金構造の均衡を図る．
　かゝる諸要求を含む同一労働同一賃金の原則
は，労働組合の古典的任務である，労働者開の競
争制限を前提にして実現されるだけでなく，その
原則自体，同種および異種労働者間の競争を可能
な範囲で抑制するのである．
　組合は，意識すると否とにかりっらず，労働力
の価値視点にたって，労働の価格法則が組合に不
利な形で現れるのを防止するべく試み，賃金の維
持ないしは向上を企てる.
・同一労働同一賃金の原則は，そのなかに組合の
賃金向上政策と賃金格差政策とを併せ持つのであ
るが，二つの政策の結合は，労働力の価値法則と
労働の価格法則との本質的結合，および前者から
の後者の相対的独自性を自ら明らかにしているよ
うに思われる．
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